
 

用語の解説 
 

医療施設の種類 

病   院 

医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所であって、患者20人以上の入院施設を有するもの 

一般診療所 

医師又は歯科医師が医業又は歯科医業を行う場所（歯科医業のみは除く。）であって、患者の入院

施設を有しないもの又は患者19人以下の入院施設を有するもの 

歯科診療所 

歯科医師が歯科医業を行う場所であって、患者の入院施設を有しないもの又は患者19人以下の入院

施設を有するもの 

 

病院の種類 

精神科病院 精神病床のみを有する病院 
一般 病院 上記以外の病院（平成10年までは伝染病院、平成24年までは結核療養所も除く。） 

 

地域医療支援病院 

他医療機関から紹介された患者に医療を提供し、また、他医療機関の医師等医療従事者が

診療、研究又は研修を行う体制並びに救急医療を提供し得る病院として知事が承認した病院

（「医療法」（昭和 23 年法律第 205 号）第４条） 

 

医育機関 

「学校教育法」（昭和 22 年法律第 26 号）において、医学又は歯学の教育を行うことに付

随して設けられた病院及び分院をいい、大学研究所附属病院も含む。 

 

病床の種類 

精 神 病 床 精神疾患を有する者を入院させるための病床 
 

感染症病床 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」(平成10年法律第114

号)に規定する一類感染症、二類感染症（結核を除く。）、新型インフルエンザ等感

染症及び指定感染症並びに新感染症の患者を入院させるための病床 
 

結 核 病 床 結核の患者を入院させるための病床 
 

療 養 病 床 病院の病床（精神病床、感染症病床、結核病床を除く。）又は一般診療所の病床のう

ち主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床 
 

一 般 病 床 精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床以外の病床 

  

  

  

 

 

 

 

 

 



 

開 設 者 

 表章にあたって次の 26 種類に区分し、病院については医育機関を再掲した。 

01 国（厚生労働省） 

厚生労働省が開設する施設 

02 国（独立行政法人国立病院機構） 

「独立行政法人国立病院機構法」（平成 14 年法律第 191 号）第３条の規定による法人

が開設する施設 

03 国（国立大学法人） 

「国立大学法人法」（平成 15 年法律第 112 号）第１条の規定による法人が開設する施設 

04 国（独立行政法人労働者健康安全機構） 

「独立行政法人労働者健康安全機構法」（平成 14 年法律第 171 号）第３条の規定によ

る法人が開設する施設 

05 国（国立高度専門医療研究センター） 

「高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律」（平成 20 年法

律第 93 号）第３条の規定による法人が開設する施設 

06 国（独立行政法人地域医療機能推進機構） 

「独立行政法人地域医療機能推進機構法」（平成 17 年法律第 71 号）第３条の規定によ

る法人が開設する施設 

07 国（その他） 

国及び国に準ずるものが開設する施設で、上記「01 厚生労働省」から「06 独立行政

法人地域医療機能推進機構」以外の施設 

08 都道府県 

都道府県が開設する施設及び「地方自治法」（昭和 22 年法律第 67 号）第 284 条第２項

に規定する都道府県一部事務組合の開設する施設 

09 市町村 

市町村が開設する施設及び「地方自治法」第 284 条第２項に規定する市町村一部事務組

合の開設する施設 

10  地方独立行政法人 

「地方独立行政法人法」（平成 15 年法律第 118 号）第２条の規定による法人が開設す

る施設 

11 日赤 

日本赤十字社が開設する施設 

12 済生会 

社会福祉法人恩賜財団済生会が開設する施設 

13 北海道社会事業協会 

社会福祉法人北海道社会事業協会が開設する施設 

14 厚生連 

全国厚生農業協同組合連合会の会員である厚生（医療）農業協同組合連合会が開設する

施設 

15 国民健康保険団体連合会 

「国民健康保険法」（昭和 33 年法律第 192 号）第 83 条の規定により設立した法人で、



 

同法第 84 条の規定により都道府県知事の認可を受けた国民健康保険団体連合会が開設す

る施設 

16 健康保険組合及びその連合会 

「健康保険法」（大正 11 年法律第 70 号）の規定により設立した健康保険組合及び健康

保険組合連合会が開設する施設 

17 共済組合及びその連合会 

次に掲げる各共済組合及びその連合会等が開設する施設 

１ 「国家公務員共済組合法」（昭和 33 年法律第 128 号）第３条の規定により設立され

た国家公務員共済組合及び同法第 21 条の規定により設立された同連合会 

２ 「地方公務員等共済組合法」（昭和 37 年法律第 152 号）第３条の規定により設立さ

れた地方公務員等共済組合（地方職員共済組合、公立学校共済組合、警察共済組合、

都職員共済組合、指定都市職員共済組合、市町村職員共済組合等）及び同法第 27 条の

規定により設立された全国市町村職員共済組合連合会 

３ 「私立学校教職員共済法」（昭和 28 年法律第 245 号）第２条の規定により私立学校

教職員共済制度を管掌することとされた日本私立学校振興・共済事業団 

18 国民健康保険組合 

「国民健康保険法」第 13 条の規定により設立された国民健康保険組合で、同法第 17 条

の規定により都道府県知事の認可を受けて設立され、同法第３条第２項の国民健康保険を

行う国民健康保険組合が開設する施設 

19 公益法人 

「公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律」（平成 18 年法律第 49 号）第

２条に定義された公益社団法人又は公益財団法人が開設する施設 

注：「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」（平成 18 年法律第 48 号）により

認可された一般社団法人又は一般財団法人は「25 その他の法人」とする。 

20 医療法人 

「医療法」第 39 条の規定に基づく医療法人が開設する施設 

21 私立学校法人 

「私立学校法」（昭和 24 年法律第 270 号）第３条に規定する学校法人が開設する施設 

22 社会福祉法人 

「社会福祉法」（昭和 26 年法律第 45 号）第 22 条の規定による法人で、同法第 32 条の

規定により所轄庁の認可を受けた社会福祉法人が開設する施設 

23 医療生協 

「消費生活協同組合法」（昭和 23 年法律第 200 号）第４条の規定による法人で、同法

第 10 条第１項第６号に定める事業を行う医療生協が開設する施設 

24 会社 

会社が、都道府県知事から開設許可（医療法第７条）を受けた施設 

25 その他の法人 

上記「19 公益法人」から「24 会社」以外の法人（宗教法人等、民法以外の特別法の

規定により設立された法人）が開設する施設 

26 個人 

個人が開設する施設 

 



 

開設者における分類区分 
 

大 分 類 中 分 類 小 分 類 

国 
01 02 03 04 05  06 07 

国（厚生労働省） 
01 

01 国（厚生労働省） 
 

 国（その他） 
02 03 04 05  06 07 

02 国（独立行政法人国立病院機構） 

 
  03 国（国立大学法人） 

 
  04 国（独立行政法人労働者健康安全機構） 

 

  05 国（国立高度専門医療研究センター） 
 

  06 国（独立行政法人地域医療機能推進機構） 

 
  07 国（その他） 

 

公的医療機関 
08 09 10 11 12  13 14 

都道府県 
08 

08 都道府県 
 

15 市町村 
09 

地方独立行政法人 
10 

09 市町村 
 

10 地方独立行政法人 
 

 その他の公的医療機関 
11  12  13  14 15 

11 日赤 
 

  12 済生会 
 

  13 北海道社会事業協会 
 

  
 

14 厚生連 
 

  
 

15 国民健康保険団体連合会 
 

社会保険関係団体 
16 17 18 

社会保険関係団体 
16 17 18 

16 健康保険組合及びその連合会 
 

  17 共済組合及びその連合会 
 

  18 国民健康保険組合 
 

 公益法人 
19 

19 公益法人 
 

医療法人 
20 

医療法人 
20 

20 医療法人 
 

 その他の法人 
21 22 23 25 

21 私立学校法人 
 

  22 社会福祉法人 
 

  23 医療生協 
 

 会社 
24 

24 会社 
 

  25 その他の法人 
 

個人 
26 

個人 
26 

26 個人 

その他 
19  21 22 23 24  25 

  

 医育機関（再掲） 
27 

27 医育機関（再掲） 



 

公的医療機関 

「医療法第 31 条に規定する公的医療機関の開設者を定める告示」（昭和 26 年厚生省告示

167 号）の規定に基づく施設 

 

二次医療圏 

医療法の規定により都道府県において設定される区域（概ね広域市町村圏）で、主として

一般の入院医療を提供する病院の病床の整備を図るべき区域 

 

救急告示 

「救急病院等を定める省令」（昭和 39 年厚生省令第８号）第２条第１項の規定に基づき、

救急病院・救急診療所として都道府県知事より告示された施設 

 

救急医療体制 

初期（軽度の救急患者への夜間・休日における診療を行う医療施設） 

比較的軽症な急病患者の診療を受け持つ休日・夜間急患センターと地区医師会の会員

が当番制で診療を行う在宅当番医制 

二次（入院を要する救急医療施設） 

精神科救急を含む 24 時間体制の救急病院、病院群輪番制方式による施設 

救命救急センター 

高度救命救急センターを含む 

体制なし 

救急医療体制がない施設 

 

精神科救急医療体制 

「精神科救急医療体制整備事業の実施について」（平成 20 年５月 26 日障発 0526001 号）

により規定される精神科救急医療施設 

 

新人看護職員研修 

新人看護職員 

主として免許取得後に初めて就労する保健師、助産師、看護師及び准看護師 

新人看護職員研修ガイドライン（【改訂版】平成 26 年 2 月） 

「新人看護職員研修に関する検討会報告書（平成 23 年 2 月 14 日）」に基づき、新人看

護職員が基本的な臨床実践能力を獲得するため、医療機関の機能や規模にかかわらず新人

看護職員を迎えるすべての医療機関で研修を実施することができる体制の整備を目指し

て作成されたガイドライン 
 

医療安全体制 

医療安全管理委員会の責任者 

「医療法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第１項の規定に基づい

て設けている、医療に係る安全管理のための委員会の責任者 

医療安全体制（全般）の責任者 

「医療法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第１項の規定に基づく



 

安全管理のための体制を確保するに当たり、管理者以外にその実施に係る責任者を配置し

ている場合は、その者 

院内感染防止対策の責任者 

「医療法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第２項第１号の規定に

基づいて設けている、院内感染対策のための責任者 

医療機器安全管理責任者 

「医療法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第２項第３号の規定に

基づいて設けている、医療機器の安全使用のための責任者 

医薬品安全管理責任者 

「医療法施行規則」（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第２項第２号の規定に

基づいて設けている、医薬品の使用に係る安全な管理のための責任者 

医療放射線安全管理責任者 

医療法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 50 号）第１条の 11 第２項第３号の２の規定に

基づいて設けている、診療用放射線利用に係る安全な管理のための責任者 

 

診療科目 

医療法において広告が認められている診療科目である。 

なお、調査票の診療科目欄のⅠ（01～15）、Ⅱ（16～33）、Ⅲ（34～43）について２つ以

上の科を広告している施設については、次により分類した。 

内科系診療科 

Ⅰのみのもの及びⅠとⅢにまたがるもの 

外科系診療科 

Ⅱのみのもの及びⅡとⅢにまたがるもの 

内科系・外科系診療科 

ⅠとⅡにまたがるもの及びⅠとⅡとⅢにまたがるもの 

リハビリテーション科・放射線科 

Ⅲのみのもの（ただし、Ⅲの 40～43 のみのものを除く。） 

歯科系診療科 

Ⅲの40～43のみのもの 

 

外来患者 

新来、再来、往診及び巡回診療患者の区別なく、すべてを合計したものをいい、同一患者

が２つ以上の診療科で診療を受け、それぞれの科で診療録が作成された場合は、それぞれの

診療科の外来患者として取扱う。 

 

施設数（手術等・検査等・放射線治療の実施状況） 

「実施件数」又は「患者数」のみを調査している項目は、９月中に「１件」又は「１人」

以上実施した施設数である。 

「実施件数」又は「患者数」に加えて「装置の台数」を調査している項目は、10 月１日

現在で装置を保有している施設数である（「実施件数」又は「患者数」は問わない）。 

 

 



 

従事者数 

10 月１日 24 時現在に在籍する者について、常勤換算した人数及び実人員（一部職種のみ）

を計上している。また、下記の職種について、１，３及び４の職種は免許・資格を有し、主

として当該業務を担当する者、それ以外の職種は免許・資格の有無にかかわらず主としてそ

の業務を担当する者（例えば、看護師の免許を有しているが、主として事務を担当している

場合には事務職員に計上）を計上している。 

 

１ 医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法

士、視能訓練士、言語聴覚士、義肢装具士、歯科衛生士、歯科技工士、診療放射線技師、

診療エックス線技師、臨床検査技師、衛生検査技師、臨床工学技士、あん摩マッサージ指

圧師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士、精神保健福祉士、社会福祉士、介護福祉士、救

急救命士 

それぞれの法律に基づく免許を有し、主として当該業務を担当する者 

 

２ 看護業務補助者 保健師、助産師、看護師及び准看護師の免許の有無にかかわらず、看

護業務の補助業務に従事する者（看護学校などの学生及び生徒は除く。）（例えば、看護

助手、介護職員等） 

 

３ 保育士 資格を有し、病棟に勤務する保育士であって、子どもの患者に対するケアを行

う者。院内保育所に勤務している保育士は含まない。 
 
４ 公認心理師 資格を有し、主として当該業務を担当する者。資格を有していない、臨床

心理士従事者は含まない。  
 
５ その他の技術員 診療部門に属する技術を担当する者のうち、１の①に掲げた従事者以

外の者（例えば、はり師、きゅう師の他、診療部門に属する技術担当者を補助する者等） 
 
６ 医療社会事業従事者 患者やその家族に対し疾病の治療等の妨げとなる経済的、精神的

な諸問題等について相談、指導を担当する者（例えば、生活相談員、保護相談員、ケース

ワーカー、セラピスト、ソーシャルワーカー、ケアマネージャー等）  
 
７ 事務職員 免許の有無にかかわらず主として事務を担当している者（医師事務作業補助

者（医療クラーク）、診療情報管理士を含む）  
 
８ その他の職員 前掲の各職種に計上されない者（例えば、自動車運転手、ボイラー技士、

電気士、調理師、機械技術者、警備員等） 
 
 
 
 
 
 



 

常勤換算 

従事者について、その職務に従事した１週間の勤務時間を当該医療施設の通常の１週間の

勤務時間で除した数 

従事者の１週間の勤務時間（残業は除く。） 

医療施設で定めている常勤者の１週間の勤務時間 

 

病院－病床の種類 

病院の病床の分類は、下記のとおりである。 

①精神科病院 

②一般病院（③＋④） 

③療養病床及び一般病床のみの病院（⑧＋⑨） 

④その他の一般病院（⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨） 

⑤精神病床 

⑥感染症病床 

⑦結核病床 

⑧療養病床 

⑨一般病床 

 

 


